
 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例をここに公布する。 

  平成２８年３月１６日 

熱海市長 齊 藤  栄   

熱海市条例第５号 

   行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （熱海市情報公開条例の一部改正） 

第１条 熱海市情報公開条例（平成１０年熱海市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

第７条第６号オ中「、国」を削る。 

第１５条第１項中「第２０条」を「第２０条第１項」に改め、同条第３項中「第１９条及

び」を削る。 

第２章中「第２節 不服申立て」を「第２節 審査請求」に改める。 

第１９条を次のように改める。 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第１９条 開示決定等又は開示請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審査

法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項本文の規定は、適用しない。 

第２０条の見出しを「（審査会への諮問）」に改め、同条中「前条」を「前項」に改め、

同条第１号を次のように改める。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人をいう。以

下この節及び次章において同じ。） 

第２０条第２号中「不服申立人」を「審査請求人」に改め、同条第３号中「不服申立て」

を「審査請求」に、「不服申立人」を「審査請求人」に改め、同条を同条第２項とし、同条

に第１項として次の１項を加える。 

開示決定等又は開示請求に係る不作為について審査請求があったときは、当該審査請求

に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、速やかに

熱海市情報公開審査会に諮問しなければならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下するとき。 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る公文書の全部を開示すること

とするとき（当該公文書の開示について反対意見書が提出されているときを除く。）。 

第２１条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条各号列記以外の部分中「又



は決定」を削り、同条第１号中「不服申立て」を「審査請求」に改め、「又は決定」を削り、

同条第２号中「不服申立てに係る開示決定等を変更し、当該開示決定等」を「審査請求に係

る開示決定等（開示請求に係る公文書の全部を開示する旨の決定を除く。）を変更し、当該

審査請求」に改め、「又は決定」を削る。 

第２２条第１項中「第１９条」を「第２０条第１項」に、「不服申立て」を「審査請求」

に改める。 

第２３条第４項中「不服申立て」を「審査請求」に、「、不服申立人」を「、審査請求人」

に、「不服申立人等」を「審査請求人等」に改める。 

第２４条第１項中「不服申立人等」を「審査請求人等」に改め、同条第２項中「不服申立

人」を「審査請求人」に改める。 

第２５条第１項中「不服申立人等」を「審査請求人等」に改め、同条第２項中「不服申立

人等」を「審査請求人等」に改め、「写し」の次に「（電磁的記録にあっては、当該電磁的

記録に記録された事項を記載した書面）」を加え、同条に次の１項を加える。 

３ 審査会は、前項の規定による送付をするときは、当該送付に係る意見書又は資料を提出

した審査請求人等に意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと

認めるときは、この限りでない。 

第２６条中「第１９条」を「第２０条第１項」に改める。 

第２７条中「不服申立人」を「審査請求人」に改める。 

第３４条第１項中「３万円」を「５０万円」に改める。 

（熱海市個人情報保護条例の一部改正） 

第２条 熱海市個人情報保護条例（平成１０年熱海市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。 

目次中「不服申立て」を「審査請求」に改める。 

第２６条第１項中「第４４条」を「第４４条第２項」に改める。 

第４章中「第４節 不服申立て」を「第４節 審査請求」に改める。 

第４３条を次のように改める。 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

第４３条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用

停止請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審査法（平成２６年法律第 

６８号）第９条第１項本文の規定は、適用しない。 



第４４条の見出しを「（審査会への諮問）」に改め、同条中「前条」を「前項」に改め、

同条第１号を次のように改める。 

(1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参加人をいう。以

下この節及び次章において同じ。） 

第４４条第２号中「不服申立人」を「審査請求人」に改め、同条第３号中「不服申立てに

係る開示決定等」を「審査請求に係る保有個人情報の開示」に、「不服申立人」を「審査請

求人」に改め、同条を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。 

開示決定等、訂正決定等、利用停止決定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止請

求に係る不作為について審査請求があったときは、当該審査請求に対する裁決をすべき実

施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、速やかに熱海市個人情報保護審査

会に諮問しなければならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下するとき。 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の全部を開示す

ることとするとき（当該保有個人情報の開示について反対意見書が提出されているとき

を除く。）。 

(3) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の訂正をするこ

ととするとき。 

(4) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る保有個人情報の利用停止をす

ることとするとき。 

第４５条の見出し中「不服申立て」を「審査請求」に改め、同条各号列記以外の部分中「又

は決定」を削り、同条第１号中「不服申立て」を「審査請求」に改め、「又は決定」を削り、

同条第２号中「不服申立てに係る開示決定等」を「審査請求に係る開示決定等（開示請求に

係る保有個人情報の全部を開示する旨の決定を除く。）」に改め、「又は決定」を削る。 

第４７条第１項中「第４３条」を「第４４条第１項」に、「不服申立て」を「審査請求」

に改める。 

第４８条第４項中「不服申立て」を「審査請求」に、「、不服申立人」を「、審査請求人」

に、「不服申立人等」を「審査請求人等」に改める。 

第４９条第１項中「不服申立人等」を「審査請求人等」に改め、同条第２項中「不服申立

人」を「審査請求人」に改める。 

第５０条第１項及び第２項中「不服申立人等」を「審査請求人等」に改め、同条に次の１



項を加える。 

３ 審査会は、前項の規定による送付をするときは、当該送付に係る意見書又は資料を提出

した審査請求人等の意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと

認めるときは、この限りでない。 

第５１条中「第４３条」を「第４４条第１項」に改める。 

第５２条中「不服申立人」を「審査請求人」に改める。 

第６０条中「３万円」を「５０万円」に改める。 

（熱海市行政手続条例の一部改正） 

第３条 熱海市行政手続条例（平成１１年熱海市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第１８条第２項第４号中「ことのある」を削る。 

（熱海市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第４条 熱海市職員の退職手当に関する条例（昭和３８年熱海市条例第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

  第５条の２第２項第１１号中「第１０条の２第１項」を「第１１条第１項」に改め、同項

第１２号中「第１０条の２第２項」を「第１１条第２項」に改め、同項第１３号中「第１０

条の２第３項第１号」を「第１１条第３項第１号」に改め、同項第１４号中「第１０条の２

第３項第２号」を「第１１条第３項第２号」に改め、同項第１５号中「第１０条の２第３項

第３号」を「第１１条第３項第３号」に改め、同項第１６号中「第１０条の２第３項第４号」

を「第１１条第３項第４号」に改め、同項第１７号中「第１０条の２第３項第５号」を「第

１１条第３項第５号」に改め、同項第１８号中「第１０条の２第３項第６号」を「第１１条

第３項第６号」に改める。 

  第１６条第４項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１４条第１項又は第

４５条」を「行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１８条第１項本文」に改める。 

（熱海市固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第５条 熱海市固定資産評価審査委員会条例（昭和２６年熱海市条例第３７号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条の見出しを「（趣旨）」に改め、同条中「ことを目的」を「もの」に改める。 

第２条第２項中「委員会」を「委員長」に、「うちから委員長を選挙しなければならない」

を「互選により定める」に改める。 

第４条第２項第１号中「住所」の次に「又は居所」を加え、同項中第４号を第５号とし、



第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 審査の申出に係る処分の内容 

第４条第３項中「行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第１３条第１項」を「行

政不服審査法施行令（平成２７年政令第３９１号）第３条第１項」に、「添附しなければ」

を「添付しなければ」に改め、同条に次の１項を加える。 

６ 審査申出人は、代表若しくは管理人、総代又は代理人がその資格を失ったときは、書面

でその旨を委員会に届け出なければならない。 

第６条中第２項ただし書を削り、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平

成１４年法律第１５１号）第３条第１項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を

使用して弁明がされた場合には、前項の規定に従って弁明書が提出されたものとみなす。 

第１１条第１項中「決定書」を「次に掲げる事項を記載し、委員会が記名押印した決定書」

に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 主文 

(2) 事案の概要 

(3) 審査申出人及び市長の主張の要旨 

(4) 理由 

（熱海市手数料徴収条例の一部改正） 

第６条 熱海市手数料徴収条例（平成１２年熱海市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第２条を次のように改める。 

  （手数料の種類及び金額） 

 第２条 手数料の種類及び金額は、別表第１から別表第５までに定めるとおりとする。 

附則の次に別表として次の５表を加える。 

 別表第１（第２条関係） 

証明関係等事務 

 区分 単位 金額 

１ 戸籍の謄本若しくは抄本又は磁気ディ

スクをもって調製された戸籍に記録さ

れている事項の全部若しくは一部を証

１通につき ４５０円 



明した書面の交付 

２ 戸籍に記載した事項に関する証明書の

交付 

証明事項１件につき ３５０円 

３ 除かれた戸籍の謄本若しくは抄本の交

付又は磁気ディスクをもって調製され

た除かれた戸籍に記録されている事項

の全部若しくは一部を証明した書面の

交付 

１通につき ７５０円 

４ 除かれた戸籍に記載した事項に関する

証明書の交付 

証明事項１件につき ４５０円 

５ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）

第４８条第１項（同法第１１７条にお

いて準用する場合を含む。）の規定に

基づく届出若しくは申請の受理の証明

書の交付又は同法第４８条第２項（同

法第１１７条において準用する場合を

含む。）若しくは第１２６条の規定に

基づく届書その他市長の受理した書類

に記載した事項の証明書の交付 

１通につき ３５０円 

６ 法務省令で定める様式による上質紙を

用いた婚姻、離婚、養子縁組、養子離

縁又は認知の届出の受理の証明書の交

付 

１通につき １，４００円 

７ 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７

条において準用する場合を含む。）の

規定に基づく届書その他市長の受理し

た書類を閲覧に供する事務 

書類１件につき ３５０円 

８ 身分に関する証明書の交付 １通につき ２００円 

９ 印鑑登録証の交付 １通につき ２００円 



１０ 印鑑の登録に関する証明書の交付 １通につき ３００円 

１１ 住民票に関する証明書の交付 １通につき ３００円 

１２ 戸籍の附票に関する証明書の交付 １通につき ２００円 

１３ 住民基本台帳を閲覧に供する事務 １件につき（１人を１件と

する。） 

２００円 

１４ 個人番号通知カードの再交付 １件につき ５００円 

１５ 個人番号カードの再交付 １件につき ８００円 

１６ 自動車臨時運行許可の申請に対する審

査 

１両につき ７５０円 

１７ 営業に関する証明書の交付 １種目につき ２００円 

１８ 納税又は課税に関する証明書の交付 １税目１年度分につき ２００円 

１９ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第３８２条の２に規定する固定資産課

税台帳を閲覧に供する事務 

１件につき（１個人又は１

法人、１年度につき、土地

は１筆を、建物は１棟を、

償却資産は種別をもってそ

れぞれ１件とする。） 

２００円 

２０ 地方税法第３８２条の３に規定する固

定資産課税台帳に記載されている事項

の証明書の交付 

１件につき（１個人又は１

法人、１年度につき、土地

は１筆を、建物は１棟を、

償却資産は種別をもってそ

れぞれ１件とする。） 

２００円（１件増

すごとに１００

円を加算する。） 

２１ 土地、建物又は償却資産に関する証明

書の交付 

１件につき（１個人又は１

法人、１年度につき、土地

は１筆を、建物は１棟を、

償却資産は種別をもってそ

れぞれ１件とする。） 

２００円（１件増

すごとに１００

円を加算する。） 

２２ 名寄帳等を複写した書類の交付 １件につき（１納税義務者

につき、１件とする。） 

２００円 

２３ 土地課税台帳又は家屋課税台帳を複写１件につき（土地は１筆を、 ２００円 



した書類の交付 建物は１棟をもってそれぞ

れ１件とする。） 

２４ 地籍図を複写した書類の交付 １枚につき ３００円 

２５ 住宅用家屋の証明の申請に対する審査 １件につき １，３００円 

２６ 公簿、公文書又は図面の謄本又は抄本

の交付 

１件につき ２００円 

２７ 公簿、公文書又は図面を閲覧に供する

事務 

１件につき（公簿又は公文

書は１事件を、図面は１葉

をもって１件とする。） 

２００円 

２８ 測量成果等の謄本又は抄本の交付 １点１通につき ２００円 

２９ 測量成果の点の記の謄本又は抄本の交

付 

１点１通につき ２００円 

３０ 農地法（昭和２７年法律第２２９号）

第５２条の２第１項の農地台帳に記録

された事項の写しを閲覧に供する事務 

１筆につき ３００円 

３１ 農地法第５２条の２第１項の農地台帳

に記録された事項に関する要約書の交

付 

１筆につき ３００円 

３２ 農地又は農業者に関する証明書の交付 １筆につき ３００円 

３３ 行政不服審査

法（平成２６

年法律第６８

号）第３８条

第１項の規定

による書面の

交付 

(1) 対象書面等（行政不

服審査法第３８条第１

項に規定する書面又は

書類をいう。以下同

じ。）を複写機により

用紙の片面又は両面に

白黒又はカラーで複写

したものの交付 

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 

(2) 電磁的記録（行政不

服審査法第３８条第１

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 



項に規定する電磁的記

録をいう。３５の項か

ら３７の項までにおい

て同じ。）に記録され

た事項を用紙の片面又

は両面に白黒又はカラ

ーで出力したものの交

付 

(3) 行政手続等における

情報通信の技術の利用

に関する法律（平成 

 １４年法律第１５１

号。以下「情報通信技

術利用法」という。）

第４条第１項の規定に

より同項に規定する電

子情報処理組織を使用

して行う方法 

３３の部(1)の項又は(2)の

項に掲げる交付の方法（用

紙の片面に複写し、又は出

力する方法に限る。）によ

ってするとしたならば、複

写され、又は出力される用

紙１枚につき 

１０円 

３４ 行政不服審査

法第８１条第

３項の規定に

より準用する

同法第７８条

第１項の規定

による書面の

交付 

(1) 行政不服審査法第 

 ７８条第１項に規定す

る書面又は書類を複写

機により用紙の片面又

は両面に白黒又はカラ

ーで複写したものの交

付 

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 

(2) 対象電磁的記録（行

政不服審査法第７８条

第１項に規定する電磁

的記録をいう。）に記

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 



録された事項を用紙の

片面又は両面に白黒又

はカラーで出力したも

のの交付 

(3) 情報通信技術利用法

第４条第１項の規定に

より同項に規定する電

子情報処理組織を使用

して行う方法 

３４の部(1)の項又は(2)の

項に掲げる交付の方法（用

紙の片面に複写し、又は出

力する方法に限る。）によ

ってするとしたならば、複

写され、又は出力される用

紙１枚につき 

１０円 

３５ 地方自治法第

２５８条第１

項の規定によ

り準用する行

政不服審査法

第３８条第１

項の規定によ

る書面の交付 

(1) 対象書面等を複写機

により用紙の片面又は

両面に白黒又はカラー

で複写したものの交付 

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 

(2) 対象電磁的記録に記

録された事項を用紙の

片面又は両面に白黒又

はカラーで出力したも

のの交付 

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 

(3) 情報通信技術利用法

第４条第１項の規定に

より同項に規定する電

子情報処理組織を使用

して行う方法 

３５の部(1)の項又は(2)の

項に掲げる交付の方法（用

紙の片面に複写し、又は出

力する方法に限る。）によ

ってするとしたならば、複

写され、又は出力される用

紙１枚につき 

１０円 

３６ 公職選挙法

（昭和２５年

(1) 対象書面等を複写機

により用紙の片面又は

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 



法律第１００

号）第２１６

条第１項にお

いて準用する

行政不服審査

法第３８条第

１項の規定に

よる書面の交

付 

両面に白黒又はカラー

で複写したものの交付 

(2) 対象電磁的記録に記

録された事項を用紙の

片面又は両面に白黒又

はカラーで出力したも

のの交付 

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 

(3) 情報通信技術利用法

第４条第１項の規定に

より同項に規定する電

子情報処理組織を使用

して行う方法 

３６の部(1)の項又は(2)の

項に掲げる交付の方法（用

紙の片面に複写し、又は出

力する方法に限る。）によ

ってするとしたならば、複

写され、又は出力される用

紙１枚につき 

１０円 

３７ 地方税法第 

４３３条第 

１１項の規定

により準用す

る行政不服審

査法第３８条

第１項の規定

による書面の

交付 

(1) 対象書面等を複写機

により用紙の片面又は

両面に白黒又はカラー

で複写したものの交付 

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 

(2) 対象電磁的記録に記

録された事項を用紙の

片面又は両面に白黒又

はカラーで出力したも

のの交付 

用紙１枚につ

き 

白黒 １０円 

カラー ３０円 

(3) 情報通信技術利用法

第４条第１項の規定に

より同項に規定する電

子情報処理組織を使用

して行う方法 

(1)の項又は(2)の項に掲げ

る交付の方法（用紙の片面

に複写し、又は出力する方

法に限る。）によってする

としたならば、複写され、

又は出力される用紙１枚に

１０円 



つき 

３８ その他の証明書の交付 １件につき ２００円 

  備考 両面において複写された用紙については、片面を１枚として手数料の額を算定する。 

別表第２（第２条関係） 

環境衛生関係事務 

 区分 単位 金額 

１ 一般廃棄物の

処理 

(1) 市長が別に指定する

袋（以下「指定袋」と

いう。）によるもの（以

下この表の(3)の項か

ら(6)の項までの区分

に係るものを除き、可

燃性のものに限る。） 

２０リットル袋１袋につき １０円 

３０リットル袋１袋につき ２０円 

４５リットル袋１袋につき ３０円 

７５リットル袋１袋につき ５０円 

(2) 指定袋によらないも

の（以下この表の(3)

の項から(6)の項まで

の区分に係るものを除

き、可燃性のものに限

る。） 

１０キログラム（１０キロ

グラム未満は、１０キログ

ラムとみなす。）につき 

６０円 

(3) し尿（その収集に技

術上の困難性があるも

のを除く。） 

１８リットルにつき ２０５円 

(4) し尿（その収集に技

術上の困難性があるも

のに限る。） 

１８リットルにつき ２１５円 

(5) 犬、猫等の動物の死

 体 

１体につき １，０００円 

(6) 粗大ごみ 市が収集する粗大ごみにあっては１，４００

円以内、一般廃棄物処理施設へ搬入する粗大



ごみにあっては７００円以内において品目ご

とに、別に規則で定める額 

２ 一般廃棄物の収集運搬業の許可（更新

に係るものを含む。）の申請に対する

審査 

１件につき １万円 

３ 一般廃棄物の処分業の許可（更新に係

るものを含む。）の申請に対する審査 

１件につき １万円 

４ 一般廃棄物の収集運搬業又は処分業の

変更の許可の申請に対する審査 

それぞれ１件につき ５，０００円 

５ 一般廃棄物の収集運搬業又は処分業の

許可証の再交付の申請に対する審査 

それぞれ１件につき ４，０００円 

６ 浄化槽清掃業の許可の申請に対する審

査 

１件につき ５，０００円 

７ 浄化槽清掃業の許可証の再交付の申請

に対する審査 

１件につき ２，０００円 

８ 死亡獣畜取扱場（市が設置しようとす

るものを除く。）の設置の許可の申請

に対する審査 

１件につき １万６，８００円 

９ 動物の飼養又は収容の許可の申請に対

する審査 

１件につき（１個の施設又

は同一の構内にある複数の

施設につき同時に行われる

複数件の申請は、１件とみ

なす。） 

８，６００円 

１０ 鳥獣飼養登録票の交付又はその更新若

しくは再交付 

１件につき ３，４００円 

 別表第３（第２条関係） 

福祉・保険関係事務 

 区分 単位 金額 

１ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）１件につき ２万円 



第４２条の２第１項本文の規定に基づ

く指定地域密着型サービス事業者の指

定（同法第８条第１４項に規定する地

域密着型サービスのうち地域密着型通

所介護（以下この表において「地域密

着型通所介護」という。）に係るもの

に限る。）の申請に対する審査 

２ 介護保険法第７８条の１２において準

用する同法第７０条の２第１項の規定

に基づく指定地域密着型サービス事業

者の指定の更新（地域密着型通所介護

に係るものに限る。）の申請に対する

審査 

１件につき １万円 

別表第４（第２条関係） 

建築関係事務 

 区分 単位 金額 

１ 宅地の造成が優良な宅地の供給に寄与

するものであることについての認定の

申請に対する審査 

１件につき ８万６，０００円 

２ 住宅の新築が

優良な住宅の

供給に寄与す

るものである

ことについて

の認定の申請

に対する審査 

新築住宅の床面積の合

計が１００平方メート

ル以下のとき 

１件につき ６，２００円 

新築住宅の床面積の合

計が１００平方メート

ルを超え５００平方メ

ートル以下のとき 

１件につき ８，６００円 

新築住宅の床面積の合

計が５００平方メート

ルを超え２，０００平

１件につき １万３，０００円 



方メートル以下のとき 

新築住宅の床面積の合

計が２，０００平方メ

ートルを超え１万平方

メートル以下のとき 

１件につき ３万５，０００円 

新築住宅の床面積の合

計が１万平方メートル

を超えるとき 

１件につき ４万３，０００円 

３ 宅地造成等規

正法（昭和３６

年 法 律 第 

１９１号）第８

条第１項本文

の規定に基づ

く宅地造成に

関する工事の

許可の申請に

対する審査 

切土又は盛土をする土

地の面積が５００平方

メートル以下のもの 

１件につき １万２，０００円 

切土又は盛土をする土

地の面積が５００平方

メ ー ト ル を 超 え 

１，０００平方メート

ル以下のもの 

１件につき ２万１，０００円 

切土又は盛土をする土

地の面積が１，０００

平方メートルを超え

２，０００平方メート

ル以下のもの 

１件につき ３万１，０００円 

切土又は盛土をする土

地の面積が２，０００

平方メートルを超え

５，０００平方メート

ル以下のもの 

１件につき ４万７，０００円 

切土又は盛土をする土

地の面積が５，０００

平方メートルを超え１

１件につき ６万７，０００円 



万平方メートル以下の

もの 

切土又は盛土をする土

地の面積が１万平方メ

ートルを超え２万平方

メートル以下のもの 

１件につき １１万円 

切土又は盛土をする土

地の面積が２万平方メ

ートルを超え４万平方

メートル以下のもの 

１件につき １７万円 

切土又は盛土をする土

地の面積が４万平方メ

ートルを超え７万平方

メートル以下のもの 

１件につき ２５万円 

切土又は盛土をする土

地の面積が７万平方メ

ートルを超え１０万平

方メートル以下のもの 

１件につき ３４万円 

切土又は盛土をする土

地の面積が１０万平方

メートルを超えるもの 

１件につき ４２万円 

４ 宅地造成等規正法第１２条第１項の規

定に基づく宅地造成の変更の許可の申

請に対する審査 

１件につき、次に掲げる額を合算した額。た

だし、その額が４２万円を超えるときは、 

４２万円とする。 

(1) 宅地造成に関する工事の設計の変更

（(2)のみに該当する場合を除く。）にあ

っては、変更前の切土又は盛土をする土

地（(2)に規定する変更がない場合であっ

て、切土又は盛土をする土地の面積の縮



小を伴う場合にあっては、縮小後の切土

又は盛土をする土地）に応じこの表の３

の項に規定する額に１０分の１を乗じて

得た額 

(2) 切土又は盛土をする新たな土地に係る

宅地造成に関する工事の設計変更につい

ては、当該切土又は盛土をする新たな土

地の面積に応じこの表の３の項に規定す

る額 

(3) その他の変更については、１万円 

別表第５（第２条関係） 

都市計画関係事務 

 区分 単位 金額 

１ 屋外広告物

に関する許

可の申請に

対する審査 

第１種 広告塔、広告板そ

の他これらに類

するもの（第３種

のものを除く。） 

表示面積５平方メートルま

でごとに 

２，１００円 

第２種 熱海市屋外広告

物条例（平成２０

年熱海市条例第

２８号。以下「広

告物条例」とい

う。）第４条第３

項第２号から第

４号までに掲げ

るもの（第３種の

ものを除く。） 

１枚、１本又は１個につき ２００円 

第３種 照明装置のある

もの 

表示面積５平方メートルま

でごとにつき 

２，４００円 



第４種 はり紙（第３種の

ものを除く。） 

１００枚までごとに ４００円 

第５種 その他こ

れに類す

る も の

（第３種

のものを

除く。） 

巻 き付

け られ

て 取り

付 けら

れ る広

告物 

１組につき ４５０円 

そ の他

のもの 

１個につき 

２ 都市計画法

（昭和４３

年 法 律 第 

１００号）第

２９条第１

項又は第２

項の規定に

基づく開発

行為の許可

の申請に対

する審査 

主 とし

て 自己

の 居住

の 用に

供 する

住 宅の

建 築の

用 に供

す る目

的 で行

う 開発

行為 

０．１ヘクタール

未満のもの 

１件につき ８，６００円 

０．１ヘクタール

以上０．３ヘクタ

ール未満のもの 

１件につき ２万２，０００円 

０．３ヘクタール

以上０．６ヘクタ

ール未満のもの 

１件につき ４万３，０００円 

０．６ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のもの 

１件につき ８万６，０００円 

１ヘクタール以

上３ヘクタール

未満のもの 

１件につき １３万円 

３ヘクタール以

上６ヘクタール

未満のもの 

１件につき １７万円 

６ヘクタール以

上１０ヘクター

１件につき ２２万円 



ル未満のもの 

１０ヘクタール

以上のもの 

１件につき ３０万円 

主 とし

て 住宅

以 外の

建 築物

で 自己

の 業務

の 用に

供 する

も のの

建 築又

は 自己

の 業務

の 用に

供 する

特 定工

作 物の

建 設の

用 に供

す る目

的 で行

う 開発

行為 

０．１ヘクタール

未満のもの 

１件につき １万３，０００円 

０．１ヘクタール

以上０．３ヘクタ

ール未満のもの 

１件につき ３万円 

０．３ヘクタール

以上０．６ヘクタ

ール未満のもの 

１件につき ６万５，０００円 

０．６ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のもの 

１件につき １２万円 

１ヘクタール以

上３ヘクタール

未満のもの 

１件につき ２０万円 

３ヘクタール以

上６ヘクタール

未満のもの 

１件につき ２７万円 

６ヘクタール以

上１０ヘクター

ル未満のもの 

１件につき ３４万円 

１０ヘクタール

以上のもの 

１件につき ４８万円 

そ の他

の 開発

行為 

０．１ヘクタール

未満のもの 

１件につき ８万６，０００円 

０．１ヘクタール

以上０．３ヘクタ

１件につき １３万円 



ール未満のもの 

０．３ヘクタール

以上０．６ヘクタ

ール未満のもの 

１件につき １９万円 

０．６ヘクタール

以上１ヘクター

ル未満のもの 

１件につき ２６万円 

１ヘクタール以

上３ヘクタール

未満のもの 

１件につき ３９万円 

３ヘクタール以

上６ヘクタール

未満のもの 

１件につき ５１万円 

６ヘクタール以

上１０ヘクター

ル未満のもの 

１件につき ６６万円 

１０ヘクタール

以上のもの 

１件につき ８７万円 

３ 都市計画法第３５条の２の規定に基づ

く開発行為の許可の申請に対する審査 

１件につき次に掲げる額を合算した額。ただ

し、その額が８７万円を超えるときは、８７

万円とする。 

 (1) 開発行為に関する設計の変更（(2)のみ

に該当する場合を除く。）については、

開発区域の面積（(2)に規定する変更を伴

う場合にあっては変更前の開発区域の面

積、開発区域の縮小を伴う場合にはあっ

ては縮小後の開発区域の面積）に応じこ

の表の２の項に規定する額に１０分の１

を乗じて得た額 



 (2) 新たな土地の開発区域への編入に係る

都市計画法第３０条第１項第１号から第

４号までに掲げる事項の変更について

は、新たに編入される開発区域の面積に

応じこの表の２の項に定める額 

(3) その他の変更については、１万円 

４ 都市計画法第４１条第２項ただし書

（都市計画法第３５条の２第４項にお

いて準用する場合を含む。）の規定に

基づく建築の許可の申請に対する審査 

１件につき ４万６，０００円 

５ 都市計画法第４２条第１項ただし書の

規定に基づく建築等の許可の申請に対

する審査 

１件につき ２万６，０００円 

６ 都市計画法第４５

条の規定に基づく

開発許可を受けた

地位の承継の承認

の申請に対する審

査 

承認申請をする者

が行おうとする開

発行為が、主として

自己の居住の用に

供する住宅の建築

の用に供する目的

で行うもの又は主

として住宅以外の

建築物で自己の業

務の用に供するも

のの建築若しくは

自己の業務の用に

供する特定工作物

の建設の用に供す

る目的で行うもの

であって開発区域

１件につき １，７００円 



の面積が１ヘクタ

ール未満のもの 

承認申請をする者

が行おうとする開

発行為が、主として

住宅以外の建築物

で自己の業務の用

に供するものの建

築又は自己の業務

の用に供する特定

工作物の建設の用

に供する目的で行

うものであって開

発区域の面積が１

ヘクタール以上の

もの 

１件につき ２，７００円 

承認申請をする者

が行おうとする開

発行為がその他の

もの 

１件につき １万７，０００円 

７ 都市計画法第４７条第５項の規定に基

づく開発登録簿の写しの交付 

用紙１枚につき ４７０円 

  備考 

   １ 広告物条例第１４条第１項の許可を受けようとする場合は、この表に掲げる額に 

１００分の５０を乗じて得た額とする。 

   ２ 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の届出をした政治団体

がはり紙、はり札又は立看板を表示するための許可を受けようとする場合は、手数料

を徴収しない。 

（熱海市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の一部改正） 

第７条 熱海市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例（昭和４１年熱海市条例第７号）



の一部を次のように改正する。 

第３条の見出し中「異議の申立」を「審査請求」に改め、同条第１項中「６０日」を「３

月」に、「異議を申し立てる」を「審査請求をする」に改め、同条第２項中「異議の申し立

てを受けた」を「審査請求があった」に、「決定しなければ」を「裁決しなければ」に改め

る。 

（熱海市県営土地改良事業分担金徴収条例の一部改正） 

第８条 熱海市県営土地改良事業分担金徴収条例（昭和６１年熱海市条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

第４条の見出し中「異議の申立て」を「審査請求」に改め、同条第１項中「６０日」を「３

月」に、「異議を申し立てる」を「審査請求をする」に改め、同条第２項中「異議の申立て

を受けた」を「審査請求があった」に、「異議の申立てに対する決定」を「審査請求に対す

る裁決」に改める。 

附 則 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 行政庁の処分その他の行為又は不作為についての不服申立てであって、この条例の施行の

日（以下「施行日」という。）前にされた行政庁の処分その他の行為又は施行日前にされた

申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

３ 第６条の規定による改正後の熱海市手数料徴収条例第２条及び別表第３の規定は、施行日

以後に申請を受け付ける同表に規定する事務に係る手数料について適用し、施行日前に申請

を受け付けた同表に規定する事務に係る手数料については、なお従前の例による。 


